
平成２５年草加市議会９月定例会 市長提出議案等一覧 

【議案】 

第５２号議案 平成２４年度草加市一般会計歳入歳出決算の認定について 

第５３号議案 平成２４年度草加市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

第５４号議案 平成２４年度草加市交通災害共済事業特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

第５５号議案 平成２４年度草加都市計画新田西部土地区画整理事業特別会計歳入歳

出決算の認定について 

第５６号議案 平成２４年度草加市駐車場事業特別会計歳入歳出決算の認定について 

第５７号議案 平成２４年度草加都市計画事業新田駅西口土地区画整理事業特別会計

歳入歳出決算の認定について 
第５８号議案 平成２４年度草加市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定につい

て 

第５９号議案 平成２４年度草加市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

第６０号議案 平成２４年度草加市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定につ

いて 

第６１号議案 平成２４年度草加市水道事業決算の認定について 

第６２号議案 平成２４年度草加市立病院事業決算の認定について 

第６３号議案 平成２５年度草加市一般会計補正予算（第２号） 

第６４号議案 平成２５年度草加市公共下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

第６５号議案 平成２５年度草加都市計画新田西部土地区画整理事業特別会計補正予

算（第１号） 

第６６号議案 平成２５年度草加都市計画事業新田駅西口土地区画整理事業特別会計

補正予算（第１号） 

第６７号議案 平成２５年度草加市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

第６８号議案 平成２５年度草加市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

第６９号議案 平成２５年度草加市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

第７０号議案 草加市税条例の一部を改正する条例の制定について 

第７１号議案 草加市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

第７２号議案 草加市後期高齢者医療に関する条例及び草加市介護保険条例の一部を

改正する条例の制定について 
第７３号議案 草加都市計画下水道事業受益者負担金条例の一部を改正する条例の制

定について 

第７４号議案 草加市立病院修学資金貸与条例の一部を改正する条例の制定について 



第７５号議案 草加市公民館設置及び管理条例の一部を改正する条例の制定について 

第７６号議案 草加市駐輪場条例の制定について 

第７７号議案 草加都市計画事業新田駅東口土地区画整理事業施行規程の制定につい

て 

第７８号議案 草加市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例の制定について 

第７９号議案 債権の放棄について 

第８０号議案 訴訟上の和解について 

第８１号議案 指定管理者の指定について 

 

【報告】 

第１９号報告 専決処分の報告について 

第２０号報告 専決処分の報告について 

第２１号報告 平成２４年度健全化判断比率の報告について 

第２２号報告 平成２４年度草加市水道事業会計資金不足比率の報告について 

第２３号報告 平成２４年度草加市立病院事業会計資金不足比率の報告について 

第２４号報告 平成２４年度草加都市計画新田西部土地区画整理事業特別会計資金不

足比率の報告について 

第２５号報告 平成２４年度草加市公共下水道事業特別会計資金不足比率の報告につ

いて 

第２６号報告 アコス株式会社第２４期事業計画及び事業収支予算書の提出について 

第２７号報告 アコス株式会社第２３期事業報告書の提出について 

 

【請願】 

請願第 ３号 草加地区保護司会更生保護サポートセンターの設置について 
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議 案 

第６３号議案 平成２５年度草加市一般会計補正予算（第２号） 
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第６４号議案 平成２５年度草加市公共下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

 

第６５号議案 平成２５年度草加都市計画新田西部土地区画整理事業特別会計補正予算

（第１号） 

 

第６６号議案 平成２５年度草加都市計画事業新田駅西口土地区画整理事業特別会計補正

予算（第１号） 
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第６７号議案 平成２５年度草加市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

  

 

第６８号議案 平成２５年度草加市介護保険特別会計補正予算（第１号） 
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第６９号議案 平成２５年度草加市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 
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第７０号議案 草加市税条例の一部を改正する条例の制定について 

１ 目的 

  地方税法の一部改正に伴い、金融所得課税の一体化等、個人市民税の住宅借入金等特

別税額控除の延長等、延滞金の割合の引下げ等を行うものです。 

２ 内容及び施行期日 

 ⑴ 金融所得課税の一体化等【施行期日：平成２９年１月１日】 

金融所得課税の一体化を進める観点から、公社債等及び株式等に係る所得に対する

課税を、次のとおり変更します。 
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 ⑵ 個人市民税の住宅借入金等特別税額控除の延長・拡充【施行期日：平成２７年１月

１日】 

 個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の適用対象者を平成２５年入居者ま

でから平成２９年入居者までに延長し、所得税での住宅借入金特別控除で控除しきれ

なかった額を次表の控除限度額の範囲内で個人市民税から税額控除します。 

  ※ 平成２７年度以降の個人市民税の減収額は全額国費補填となります。 

 ⑶ 延滞金の割合の引下げ【施行期日：平成２６年１月１日】 

   現行の特例基準割合：商業手形の基準割引率（旧公定歩合）＋４％ 

   改正後の特例基準割合：貸出約定平均金利の前々年10月から前年９月における平均

＋１％ 

  本則 現行の特例 改正後の特例 

延滞金 14.6%  
特例基準割合＋7.3％ 

【 9.3% 】 

 
納期限後１月以内 7.3% 

特例基準割合 

（平成25年：4.3%） 

特例基準割合＋１％ 

【 3% 】 

                   【 】の数値は貸出約定平均金利が1%の場合 

 

居住年 
現行 

（～平成25年12月） 

平成26年１月～３月 平成26年４月～平成29

年12月 

控除限度額 

所得税の課税総所得金

額等の５％ 

（最大97,500円） 

所得税の課税総所得金

額等の５％ 

（最大97,500円） 

所得税の課税総所得金

額等の７％ 

（最大136,500円） 
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 ⑷ 個人市民税の公的年金からの特別徴収制度の見直し【施行期日：平成２８年１０月

１日】 

 年間を通じた特別徴収税額の平準化を図るため、仮徴収税額を前年度の特別徴収税

額（年税額）の２分の１に相当する額とします。《仮徴収額と本徴収額の算定方法》 

⑸ ふるさと寄附金に係る寄附金税額控除の見直し【施行期日：平成２６年１月１日】 

 平成２５年から復興特別所得税が課税されることに伴い、所得税において寄附金控

除の適用を受けた場合には、復興特別所得税額も軽減されることも踏まえて、ふるさ

と寄附金に係る特別控除額を見直します。 
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 上記の例の場合、市民税の控除額が120円減額となります。(＝市民税の120円増収) 

 ※ 市民にとっては、所得税と住民税をあわせた控除額合計に変化がないため、税負

担は変わりません。 

 ⑹ 都市再生特別措置法に規定する管理協定の対象となった備蓄倉庫に係る課税標準の

特例措置【施行期日：公布の日】 

課税標準の軽減率について、国が一律で定めていた２／３を地方自治体が参酌し、

１／２以上５／６以下の範囲において条例で定めることができるものを２／３と定め

ます。 

 ⑺ 東日本大震災に係る被災居住用財産の敷地に係る譲渡期限の延長の特例等の対象の

整理【施行期日：平成２６年１月１日】 

居住用家屋が東日本大震災により居住の用に供することができなくなった者が当該

家屋を譲渡したときに軽減税率の特例措置が講じられていますが、その対象者を、そ

の家屋を相続した者（当該家屋に居住していた者に限ります。）についても適用でき

るよう明記します。 

 ⑻ 草加市行政手続条例に基づく処分に係る理由附記事項の変更【施行期日：公布の日】 

   市税に係る不利益処分等を行う場合、その理由について附記するよう変更します。 

 

第７１号議案 草加市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

１ 目的 

  地方税法の一部改正に伴い、金融所得課税の一体化等を行うものです。 

２ 内容及び施行期日 

 ⑴ 金融所得課税の一体化等【施行期日：平成２９年１月１日】 

 ⑵ 東日本大震災に係る被災居住用財産の敷地に係る譲渡期限の延長の特例等の対象の

整理【施行期日：平成２６年１月１日】 

 ⑶ 草加市行政手続条例に基づく処分に係る理由附記事項の変更【施行期日：公布の日】 

  これらの内容については、上記の草加市税条例の一部を改正する条例と同じものです。 
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第７２号議案 草加市後期高齢者医療に関する条例及び草加市介護保険条例の一部を改正

する条例の制定について 

第７３号議案 草加都市計画下水道事業受益者負担金条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

第７４号議案 草加市立病院修学資金貸与条例の一部を改正する条例の制定について 

１ 目的 

地方税法の一部改正に伴い、延滞金の割合の引下げを行うものです。 

２ 内容 

  現行の特例基準割合:商業手形の基準割引率（旧公定歩合）+４% 

  改正後の特例基準割合:貸出約定平均金利の前々年10月から前年9月における平均+１% 

 ⑴ 後期高齢者医療保険料及び介護保険料 

  本則 現行の特例 改正後の特例 

延滞金 14.6%  
特例基準割合＋7.3％ 

【 9.3% 】 

 
納期限後３月以内 7.3% 

特例基準割合 

（平成25年：4.3%） 

特例基準割合＋１％ 

【 3% 】 

                   【 】の数値は貸出約定平均金利が1%の場合 

 ⑵ 下水道事業受益者負担金 

  本則 改正後の特例 

延滞金 14.5% 
特例基準割合＋7.25％ 

【 9.25% 】 

 
納期限後１月以内 7.25% 

特例基準割合＋１％ 

【 3% 】 

                   【 】の数値は貸出約定平均金利が1%の場合 

 ⑶ 修学資金（貸与した修学資金を返還してもらう場合） 

  本則 改正後の特例 

延滞金 14.6% 
特例基準割合＋7.3％ 

【 9.3% 】 

                   【 】の数値は貸出約定平均金利が1%の場合 

３ 施行期日 

  平成２６年１月１日から施行します。 
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第７５号議案  草加市公民館設置及び管理条例の一部を改正する条例の制定について 

１ 目的 

 草加市立谷塚西公民館の建て替えに伴い、新たに市民の生涯学習の拠点として草加市

立新里文化センターを設置するため、施設の名称及び位置を変更し、使用料を改定する

ものです。 

２ 内容 

 ⑴ 名称及び位置 

   名称：草加市立新里文化センター 

   位置：草加市新里町９８３番地 

 ⑵ 使用料 

 

 

 

 

 

 

 

３ 施行期日 

  平成２６年４月１日から施行します。 

 

第７６号議案  草加市駐輪場条例の制定について 

１ 目的 

  自転車等の利用者の利便を図るとともに、歩行者の安全で円滑な通行及び駅前周辺の

良好な生活環境を確保するため、駐輪場を設置するものです。 

２ 内容 

 ⑴ 名称及び駐輪料金 
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 ⑵ 管理 

   駐輪場は、市が管理します。 

 ⑶ 供用時間 

   駐輪場の供用時間は、午前０時から午後１２時まで（２４時間）とします。 

 ⑷ 違反自転車等に対する措置 

違反して駐輪している自転車等に対しては、駐輪場から撤去を行います。また、撤

去された者は、駐輪料金と撤去費用【自転車：１台2,000円、原動機付自転車等：1台

3,000円】を支払わなくてはなりません。（撤去費用は、草加市自転車の放置防止に関

する条例に基づき撤去した費用と同額です。） 

３ 施行期日 

  草加駅東口短時間自転車駐輪場：公布の日から起算して４月を超えない範囲内で規則

で定める日から施行します。 

  草加駅西口短時間自転車駐輪場：平成２５年１０月１５日 

 

第７７号議案  草加都市計画事業新田駅東口土地区画整理事業施行規程の制定について 

１ 目的 

  草加都市計画事業新田駅東口土地区画整理事業を施行するため、施行規程を定めるも

のです。 

２ 内容 

 ⑴ 総則 

   事業の名称：草加都市計画事業新田駅東口土地区画整理事業 

   施行地区に含まれる地域の名称：草加市金明町の一部 

   事務所の所在地：草加市高砂一丁目１番１号（草加市役所内） 

 ⑵ 費用の負担 

   公共施設管理者負担金及び国庫補助金を除き施行者（市）が負担します。 

 ⑶ 土地区画整理審議会 

   学識経験者、宅地所有者及び借地権者からなる審議会（定数10人・任期５年）を設

置します。 

 ⑷ 地積の決定方法 

   換地及び清算金の額を定めるときの基準地積については、この条例の施行日におけ

る登記地積（施行日において登記されていない場合は、施行者（市）が実測した地積）

とします。 
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 ⑸ 評価員 

   評価員（定数３人）を置きます。 

 ⑹ 清算 

   従前の権利価額と換地の価額との差額とします。 

３ 施行期日 

  事業計画決定の公告の日から施行します。 

 

第７８号議案  草加市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例の制定について 

１ 目的 

  電線共同溝に係る占用料を徴収するとともに、道路法施行令の一部改正に伴う条文の

所要の整備を行うものです。 

２ 内容 

 ⑴ 電線共同溝の整備等に関する特別措置法に基づく占用料の徴収のための条文の整備 

（なお、占用料については、他の電線及び路上に設置する変圧器と同様の金額です。） 

    電線：長さ１メートルにつき１年 ６円 

    路上に設置する変圧器：１個につき１年 ７２０円 

 ⑵ 道路法施行令の一部改正に伴う条文の整備 

   引用条文の移動 

３ 施行期日 

  平成２５年１０月１日から施行します。 

 

第７９号議案  債権の放棄について 

１ 概要 

  草加市一般会計における住宅資金貸付金滞納繰越金の一部について、債権の放棄をし

たいので、地方自治法第９６条第１項第１０号の規定により、議会の議決を求めるもの

です。 

２ 内容 

⑴ 債権の内容 昭和６０年３月１２日に市が貸し付けた住宅資金貸付金の残額 

⑵ 債 権 額 ５，８４４，７２４円 
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第８０号議案 訴訟上の和解について 

１ 事件の概要 

 草加市花栗四丁目９３５番地１の花栗自動車排出ガス測定局に大気常時監視自動計測

器を設置するため、平成１９年１１月２２日に実施した入札において、私的独占の禁止

及び公正取引の確保に関する法律第３条の規定に違反する行為により紀本電子工業株式

会社が草加市に対して損害を与えたため、草加市は、同社に対し、平成２３年１１月１

１日東京高等裁判所に金２，５０１，１００円の支払いを求める訴訟を提起しました。 

 その後、東京高等裁判所において訴訟を進める中で、被告から和解の提案が行われ、

その提案に基づき平成２５年７月２９日同裁判所において当事者間の合意が形成された

ものです。 

２ 和解の相手方 

  被告 

   大阪府大阪市天王寺区舟橋町３番１号 

   紀本電子工業株式会社 

    代表取締役 紀 本 岳 志 

３ 和解の要旨 

  和解金額：１，１９７，０００円 【契約金額（3,990,000円）の３０％】 

  支払期間：１０年分割払い 

 

第８１号議案 指定管理者の指定について 

管理を行わせる施設 指定管理者 期間 

草加市障害者就労訓練

農場 

東京都千代田区大手町二丁目６

番４号 

株式会社パソナハートフル 

 代表取締役社長 深澤 旬子 

平成25年11月1日から

平成30年3月31日まで

（４年５カ月） 
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報 告 

第１９号報告 専決処分の報告について 

１ 事故の概要 

平成２５年５月２日午前１１時頃、維持補修課の職員が公務のため公用車で市道２０

１４号線を走行中、草加市中根一丁目３２番８号地先の八幡町交差点を左折しようとし

た際、対向してきた自転車と接触し、自転車を損傷するとともに、自転車を運転してい

た者を負傷させたものです。 

２ 損害賠償の額 

  ３１，１１０円 

３ 専決処分日 

  平成２５年７月１９日 

 

第２０号報告 専決処分の報告について 

１ 事故の概要 

平成２５年５月２０日午前１１時２０分頃、維持補修課の職員が公務のためダンプで

県道松戸草加線を走行中、草加市吉町四丁目７番９号地先の吉町４丁目交差点を右折し

ようとした際、ダンプに積載していたバケツが落下し、対向してきたの普通乗用車と接

触し、車両を損傷したものです。 

２ 損害賠償の額 

  １１０，０００円 

３ 専決処分日 

  平成２５年７月１９日 

 

第２１号報告 平成２４年度健全化判断比率の報告について 

第２２号報告 平成２４年度草加市水道事業会計資金不足比率の報告について 

第２３号報告 平成２４年度草加市立病院事業会計資金不足比率の報告について 

第２４号報告 平成２４年度草加都市計画新田西部土地区画整理事業特別会計資金不足比

率の報告について 

第２５号報告 平成２４年度草加市公共下水道事業特別会計資金不足比率の報告について 

第２６号報告 アコス株式会社第２４期事業計画及び事業収支予算書の提出について 

第２７号報告 アコス株式会社第２３期事業報告書の提出について 




